
平成２４年度第２回二宮町下水道運営審議会次第 

 

日  時   平成２５年１月２８日（月） 

                                午後２時～ 

場  所  二宮町役場第１会議室 

 

１．開  会 

 

２．委嘱状交付 

 

３．町長あいさつ 

 

４．会長あいさつ 

 

 

５．議 題 

（１）下水道事業の経営状況について・・・資料１・２ 

   

（２）下水道事業中期経営計画の策定について・・・資料３ 

     

（３）その他 

    

   

 

６．閉  会 

 

 



資料１ 

下水道事業の経営状況について 

 

１．最近５年間の下水道事業特別会計決算額の推移 

 

 

２．平成２３年度決算の科目別収支の状況 

歳 入 
   

（単位：千円、％） 

科 目 
平成２３年度 平成２２年度 比較増減 

(a)－(ｂ) 
増減率 

決算額 （a） 構成比 決算額 （b） 構成比 

１ 分担金及び負担金 26,751 3.2  42,923 4.6  △ 16,172 △ 37.7 

２ 使用料及び手数料 183,035 22.0  177,693 18.9  5,342 3.0 

３ 国庫支出金 90,000 10.8  121,600 12.9  △ 31,600 △ 26.0 

４ 県支出金 0 0.0  5,909 0.6  △ 5,909 △ 100.0 

５ 繰入金 342,124 41.0  332,292 35.3  9,832 3.0 

６ 繰越金 24,524 2.9  30,388 3.2  △ 5,864 △ 19.3 

７ 諸収入 19 0.0  0 0.0  19 皆増 

８ 町債 167,100 20.1  231,000 24.5  △ 63,900 △ 27.7 

合 計 833,553 100.0  941,805 100.0  △ 108,252 △ 11.5 

       
歳 出 

   
（単位：千円、％） 

科 目 
平成２３年度 平成２２年度 比較増減 

(a)－(ｂ) 
増減率 

決算額 （a） 構成比 決算額 （b） 構成比 

１ 総務費 163,699 20.1  166,363 18.1  △ 2,664 △ 1.6 

２ 事業費 216,263 26.5  320,744 35.0  △ 104,481 △ 32.6 

３ 公債費 435,884 53.4  430,174 46.9  5,710 1.3 

４ 予備費 0 0.0  0 0.0  0 ― 

合 計 815,846 100.0  917,281 100.0  △ 101,435 △ 11.1 

H19 H20 H21 H22 H23

歳入 1,198,489 1,263,924 980,573 941,805 833,553

歳出 1,174,290 1,252,128 950,185 917,281 815,846
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３．平成２３年度決算の歳入、歳出の構成図 

４．人口普及率、水洗化（接続）率の推移 

    
（単位：人、％） 

年 度 
行政人口 

（ａ） 

処理区域内 

人口 

（ｂ） 

水洗化人口 

（ｃ） 

人口普及率 

（全町域） 

（ｂ）/（ａ） 

水洗化 

（接続）率 

（処理区域内） 

（ｃ）/（ｂ） 

水洗化 

（接続）率 

（全町域） 

（ｃ）/（ａ） 

平成１９年度 30,163 19,456 13,867 64.5 71.3 46.0 

平成２０年度 30,130 20,766 15,131 68.9 72.9 50.2 

平成２１年度 30,187 21,850 14,960 72.4 68.5 49.6 

平成２２年度 30,082 23,000 15,670 76.5 68.1 52.1 

平成２３年度 29,973 23,520 16,750 78.5 71.2 55.9 

 

５．下水道使用料の徴収状況 

     
（単位：円、％） 

項 目 
平成２３年度 平成２２年度 比較増減 

（ａ）－（ｂ） 
増減率 

現年度分 滞納繰越分 合計（ａ） 現年度分 滞納繰越分 合計（ｂ） 

調定額 183,254,321 2,497,053 185,751,374 178,377,812 1,509,434 179,887,246 5,864,128 3.3 

調定件数 39,785 805 40,590 37,946 410 38,356 2,234 5.8 

収入済額 180,220,942 2,294,636 182,515,578 176,035,205 1,134,256 177,169,461 5,346,117 3.0 

不納欠損額 0 25,483 25,483 0 216,153 216,153 △ 190,670 △ 88.2 

不納欠損件数 0 13 13 0 24 24 △ 11 △ 45.8 

収入未済額 3,033,379 176,934 3,210,313 2,342,607 159,025 2,501,632 708,681 28.3 

徴収率 98.3  91.9  98.3  98.7  75.1  98.5  △ 0.2 ― 

一般経費
58,538千円

7.2%
運営経費
16,280千円

2.0%

施設

管理経費
88,881千円

10.9%

整備事業費
204,895千円

25.1%

酒匂川流域

負担金
11,368千円

1.4%

公債費

（元金）
267,800千円

32.8%

公債費

（利子）
168,084千円

20.6%

受益者負担金
26,751千円

3.2%

使用料

・手数料
183,035千円

22.0%

国庫支出金
90,000千円

10.8%

繰入金
342,124千円

41.0%

繰越金
24,524千円

2.9%

雑入
19千円

0.0%

町債
167,100千円

20.1%

歳入合計 

833,553 千円 

 

歳出合計 

815,846 千円 

 



資料２－１

下水道使用料改定による効果について

件数 有収水量 調定金額（Ａ） 改定前金額（Ｂ）
改定の効果額

（Ａ-Ｂ）
収入見込額

4月 1,312件 53,397㎥ ¥5,719,351 ¥5,766,876 ― ¥5,719,000

5月 5,556件 228,693㎥ ¥24,843,147 ¥24,698,844 ― ¥24,819,000

6月 1,308件 56,619㎥ ¥6,105,378 ¥6,114,852 ― ¥6,105,378

7月 5,593件 235,316㎥ ¥26,958,593 ¥25,414,128 ¥1,544,465 ¥26,932,000

8月 1,312件 58,766㎥ ¥7,504,688 ¥6,346,728 ¥1,157,960 ¥7,498,000

9月 5,599件 247,807㎥ ¥32,743,403 ¥26,763,156 ¥5,980,247 ¥32,580,000

10月 1,345件 58,772㎥ ¥7,696,292 ¥6,347,376 ¥1,348,916 ¥7,689,000

11月 5,645件 235,730㎥ ¥31,035,553 ¥25,458,840 ¥5,576,713 ¥30,974,000

12月 1,320件 54,611㎥ ¥7,090,398 ¥5,897,988 ¥1,192,410 ¥7,070,000

小計 28,990件 1,229,711㎥ ¥149,696,803 ¥132,808,788 ¥16,800,711 ―

1月 5,655件 228,720㎥ ¥29,733,600 ¥24,701,760 ¥5,031,840 ¥29,584,932

2月 1,325件 55,000㎥ ¥7,150,000 ¥5,940,000 ¥1,210,000 ¥7,127,298

3月 5,670件 211,138㎥ ¥27,447,940 ¥22,802,904 ¥4,645,036 ¥26,023,392
合計見込

41,640件 1,724,569㎥ ¥214,028,343 ¥186,253,452 ¥27,774,891 ¥212,122,000

※有収水量：下水道使用料の徴収対象となる排水量。
※調定金額：水道局による検針後、使用者に請求した金額。未納が無ければ、この金額が全て収入済額となる。

※改定の効果額：調定金額と改定前金額の差額を算出し、これを効果額とする。

※偶数月検針：富士見が丘、松根　　
※奇数月検針：一色、川匂、中里、二宮、山西、百合が丘、緑が丘

※改定前金額：有収水量に料金改定前の使用料単価108円を掛けて算出している。これを改定しなかった場合の
　　　　　　　調定金額とし、比較対象とする。



20年度 21年度 22年度 23年度
24年度
（見込）

① 1,463,523 1,549,018 1,640,190 1,685,678 1,724,569

② 146,897 164,591 177,169 182,516 212,122

汚水処理費の推移（地方公営企業決算状況調査の各年度の抜粋）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

管渠費 ③ 10,837 7,686 11,990 12,340 9,250

ポンプ場費 ④ 0 0 0 0 0

処理場費 ⑤ 0 0 0 0 0

業務費 ⑥ 32,071 33,997 40,422 38,352 43,755

流域下水道維持管理負担金 ⑦ 78,278 72,830 77,559 77,290 86,145

⑧ 121,186 114,513 129,971 127,982 139,150

0 0 0 0 0

⑨ 222,190 187,257 219,310 242,060 244,521

⑩ 63,848 44,877 26,930 1,819 6,365

⑪ 286,038 232,134 246,240 243,879 250,886

⑫ 407,224 346,647 376,211 371,861 390,036

単位：千円

-260,327 -182,056 -199,042 -189,345 -177,914

使用料単価・汚水処理原価・経費回収率の推移

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

100 106 108 108 123

278 224 229 221 226

36 47 47 49 54

区  分

使用料単価　（円／㎥）：　②／①

汚水処理原価（円／㎥）：　⑫／①

経費回収率　（％）：　②／⑫ * 100

地方債利子償還費

小  計

　　合  計

使用料収入と使用料対象経費の差引

使用料収入 － 使用料対象経費　：　②－⑫

地方債元金償還費

区       分

資料２－２

使
用
料
対
象
経
費

維
持
管
理
費

直接的
経費

間接的
経費

小  計

資
本
費

減価償却費

年間有収水量・使用料収入の推移

区  分

年間有収水量（m3）

使用料収入（千円）



 

 

                                資料３ 

 

 

 

 

 

二宮町下水道事業中期経営計画 
 

（平成２５年度～平成２８年度） 

 

 

（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２５年３月 

 

二宮町都市経済部下水道課 
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二宮町下水道事業中期経営計画 

 

１ 計画策定の趣旨 

    下水道は、快適な生活環境の確保、公共用水域の水質保全や雨水排除による浸水

の防除などの役割を担い、地球環境に配慮した循環型社会の形成に貢献しています。 

本町では、平成２３年３月に下水道事業の向こう１０年間の指針となる「二宮町

下水道中期ビジョン」を策定しました。その中の体系別の施策において、持続可能

で効率的な下水道事業を推進するために、下水道経営の効率化と経営基盤の強化を

図ることが掲げられています。 

これからの下水道経営は、今後の人口減尐等の社会情勢の変化や節水意識の高揚

による水需要の減尐などの新たな課題に対応するため、今まで以上に経営努力を重

ねて事業運営を行っていかなければなりません。 

このような中で、下水道中期ビジョンの実現を目指し、下水道事業における課題

を解決しながら、下水道経営を健全に行っていくために、中期的な経営目標である

中期経営計画を策定するものです。 

     

図１ 行政人口、処理区域内人口及び人口普及率の推移 
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２ 下水道事業の現状と課題 

（１） 事業の現状 

本町の下水道は、酒匂川流域関連公共下水道として、平成２年に都市計画法及び

下水道法の事業認可を取得し、平成３年から工事開始、平成１１年４月には酒匂川

流域下水道川匂ポンプ場の完成と同時に川匂・山西地区の一部が供用開始となりま

した。 

平成２３年度末の整備済区域面積は３６２ha となり、人口普及率は７８．５％、

水洗化率は７１．２％となっています。 

現在では、汚水幹線整備が山西汚水幹線を残し概ね終わり、市街化区域の面整備

を優先して下水道処理区域の拡大と水洗化の促進を行っています。 

 

（２） 事業の課題 

今後の下水道事業の主な課題としては、以下の点があげられます。 

① 接続の促進 

本町の水洗化率は、平成２３年度末で７１．２％となっていますが、十分な水準

であるとは言えません。使用料収入の増進を図るため、早期接続と接続件数の増加

に向けた取組を進める必要があります。 

 

② 公債費の財源確保 

これから過去の起債の償還ピークを迎え、その時期まで年度あたりの公債費支出

額は、歳出全体に占める割合が大きくなっていきます。 

この償還財源には、使用料収入を充てることになっていますが、現状では、全て

を賄えきれておらず、不足分は一般会計からの繰入金で補っており、受益者負担の

原則から一般会計への依存抑制が求められています。下水道事業を健全に経営して

いくためには、使用料の増収が重要な課題です。 

 

③ 下水道施設の維持管理 

本町の下水道事業は、平成３年に工事を開始して以来、平成２５年には２２年が

経過します。今後、老朽化した管渠の長寿命化や耐震化、さらに雨天時等に汚水管

へ流入する不明水対策などを実施していくことが必要であり、これらの事業を推進

するには、計画的な更新計画の策定と多額の費用が必要となってきます。 
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３ 事業運営の基本方針 

（１） 計画の位置づけ 

本計画は、これまでに策定された行政改革大綱や集中改革プラン、公的資金補償

金免除繰上償還に係る経営健全化計画等を踏まえて、下水道経営の健全化・効率化

を図ると共に経営基盤を強化するための計画とし、平成２２年度に策定した「二宮

町下水道中期ビジョン」の実現を目指して、下水道事業の中期的な経営方針及び事

業計画を示したものです。 

 

（２） 計画の期間 

計画期間は、平成２５年度を初年度とし、平成２８年度までの４年間とします。 

 

（３） 経営基盤強化への取組に係る基本方針 

    事業運営の目標として掲げた各項目の実現に向け、諸課題へ適切に対応するため

の経営戦略として、計画目標と実施方針を明確にして、経営基盤の強化に取り組み

ます。 

 

（４） 事業運営の目標 

    平成２８年度の目標数値を以下のとおり設定します。 

項  目 
平成２３年度 

（実績） 

平成２８年度 

（目標） 

処理区域内人口 ２３，５２０人 ２５，３５０人以上 

人口普及率 ７８．５％ ８５％以上 

水洗化率 ７１．２％ ７５％以上 

経費回収率 ４８．９％ ５５％以上 

町債残高 ６９億円 ６３億円以下 
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４ 事業計画 

（１） 財政収支計画 

① 収支計画 

      
（単位：千円） 

項 目 
23 年度 

決算額 

24 年度 

見込額 

25 年度 

計画 

26 年度 

計画 

27 年度 

計画 

28 年度 

計画 

収 

 

入 

受益者負担金 26,751 33,873 9,069 16,162 16,989 33,831 

下水道使用料 182,516 212,122 226,319 236,691 243,374 250,745 

国庫補助金 90,000 70,700 120,000 105,000 105,000 115,000 

一般会計繰入金 342,124 348,658 370,927 399,682 408,254 388,635 

町債 167,100 156,800 254,700 203,200 193,700 207,500 

その他 25,062 18,083 15,336 5,438 5,438 5,438 

合計 833,553 840,236 996,351 966,173 972,755 1,001,149 

支 

 

出 

維持管理費 163,698 176,542 191,389 191,796 191,796 193,579 

整備事業費 216,264 198,010 326,987 271,356 261,356 271,359 

公債費 435,884 450,864 477,975 503,021 519,603 536,211 

合計 815,846 825,416 996,351 966,173 972,755 1,001,149 

 

② 起債残高 

     
（単位：千円） 

項 目 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

町債元金残高 6,926,101 6,830,362 6,765,588 6,624,116 6,452,494 6,273,193 

 

（２） 中期指標  ＊図２参照 

項 目 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

人口普及率（％） 78.5  79.5  81.3  82.0  83.4  85.3  

水洗化率（％） 71.2  73.3  73.6  74.0  74.4  74.6  

使用料単価（円／㎥） 108 123 130 130 130 130 

汚水処理原価（円／㎥） 221 226 242 238 237 235 

経費回収率（％） 48.9  54.4  53.7  54.6  54.9  55.3  

年間有収水量（千㎥） 1,686 1,725 1,741 1,821 1,872 1,929 

‐４‐ 



 

 

（３） 主要整備計画 

No 事業名 事業期間 事業概要 

１ 山西汚水幹線整備 25 年度、27 年度 事業計画区域の拡大により、越地・釜野・

百合が丘 1 丁目地区への接続に向けて汚水

の幹線管渠の整備を行います。 

２ 汚水枝線整備 25 年度～28 年度 収入基盤強化のため枝線管渠の整備を行い

ます。 

３ 雨水浸水対策 25 年～26 年度 北新道地区の浸水対策として、雨水管渠の

整備を行います。 

 

（４） 投資計画 

                                  （単位：千円） 

No 事業名 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

１ 山西汚水幹線整備 180,000 ― 32,000 ― 

２ 汚水枝線整備 42,000 205,000 213,000 270,000 

３ 雨水浸水対策 95,000 50,000 ― ― 

合計 317,000 255,000 245,000 270,000 

 

 

 

図２ 使用料単価、汚水処理原価及び経費回収率の将来予測 
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５ 経営基盤強化への取組 

（１） 収入の確保 

① 収納率の向上 

下水道使用料については、県企業庁に上下水道料金一括納付業務を委託しており、

水道料金と一緒に徴収されることで、平成２３年度の収納率は９８．３％と高い収

納実績となっています。 

なお、支払方法の多様化を図るために、上下水道料金のクレジットカード払いを

平成２４年１０月から開始しましたが、今後も県企業庁と連携して収納率の向上に

取り組んでいきます。 

一方、受益者負担金については、平成２３年度の収納率は８５．２％になってい

ます。引き続き税収納担当部署と連携を取り合い、電話催告、訪問徴収、滞納処分

の強化等を進め、早期の回収に取り組んでいきます。 

 

② 水洗化率の向上 

水洗化の促進を図るため、事業説明会やイベント会場でのＰＲ、供用開始の通知

文書のポスティング、水洗化奨励金や水洗化資金融資あっせんの補助制度のＰＲな

ど、普及啓発活動に努めていきます。 

また、下水道整備済区域の未接続世帯に対しては、継続的に戸別訪問による接続

勧奨を行い、水洗化の促進活動を積極的に進めていきます。 

 

③ 人口普及率の向上 

今後の下水道整備においては、事業コストと使用料収入のバランスを考慮して、

投資効果の高い地域を優先的に行うこととし、使用料収入の基盤を強化します。 

平成２５年度から山西汚水幹線の整備に取り組み、平成２６年度にはＪＲ東海道

線北側の越地地区の面整備を進め、平成２７年度には山西汚水幹線を延伸し、釜野・

百合が丘１丁目地区の面整備を推進する計画とします。これにより新たな下水道接

続に伴って有収水量が増加する見込みとなります。 

 

④ 使用料の適正化 

本町では、平成２１年度と平成２４年度に使用料の改定を行いました。２回目の

改定により下水道使用料における平成２４年度末の経費回収状況は、維持管理費の

１００％と資本費の２９％を回収することができる見込みとなります。 

しかしながら、資本費の残りの分は一般会計からの繰入金に依存しており、十分

な状況とは言えず、引き続き維持管理費の抑制と自主財源の確保に努めなければな

りません。そのため、下水道事業の類型団体の使用料水準の状況と今後の汚水処理

原価等を見極めながら、使用料の適正化に努めていきます。 
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（２） 経費の節減 

① 民間活力の活用 

    本町の汚水は、県が管理する酒匂川流域下水道左岸処理場で広域的に処理されて

おり、施設の維持管理については、公益財団法人神奈川県下水道公社が運転業務を

受託しています。 

維持管理の委託については、コストメリットを最大限に発揮させるものとして、

包括的民間委託の導入状況など経営改善による経費削減を図りながら効率的な維持

管理が適正になされているかを流域関連市町とチェックしていきます。 

 

② 不明水の削減 

    不明水とは、使用料の対象とならない汚水管への流入水のことで、一般的には、

降雨による外流しやマンホールの蓋穴等からの雨水の流入、管渠の破損箇所・継手

からの地下水の流入及び雨水管渠の誤接続などが主な原因となっています。 

    不明水をそのまま放置すると、流入した水量分の処理費用を負担し続けることに

なります。また、大雨時には処理場やポンプ場への流入超過、場合によっては浸入

水が流入箇所の土砂を引き込み地中に空隙が生じ、上部の道路を陥没させる恐れも

あります。 

今後、酒匂川流域下水道における不明水対策を計画的かつ効果的に実施するため、

県や流域関連市町と連携を取りながら、実効性のある不明水対策実行計画の策定を

目指します。 

 

③ 工事コストの削減 

    今後、長期にわたって整備を進めていく上で、工事に係るコストの縮減を図り、

支出の削減に努めます。具体的には、適切な工法の選択を行いながらリサイクル材

の利用、管渠の浅埋、小型マンホールの活用、競合工事における舗装復旧費の低減

等を今後も継続することでコストの削減を目指します。 

 

（３） 定員管理及び給与の適正化 

職員数については、今後の行政需要を踏まえながら、適正な定員管理に努めます。

また、給与制度については、国の基準に準拠した制度及び運用を基本に、一般会計

に準じて見直しを行います。 

 

（４） 人材育成 

    下水道事業の運営は、民間的な経営感覚が求められることから、職員のコスト意

識の向上や費用対効果の考え方に基づく事業運営を推進するための経営研修、また、

必要に応じた専門研修などへの参加を積極的に進め、職員の能力開発・人材育成に

努めます。 
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（５） 下水道計画区域の見直し 

    尐子高齢化や人口減尐の時代を迎え、町の財政状況が厳しさを増す中で、今後の

下水道整備を考えると、事業規模は必要最小限にとどめる必要があります。 

今後、市街化調整区域の下水道整備については、住民の意向を尊重しつつ、処理

区域内人口密度や下水道整備の採算ラインなどを考慮した上で、不採算地区におい

ては、多額の投資をかけずに同じ効果が得られる方法を環境担当部署と連携を取り

ながら考えていきます。 

そのため、事業の在り方や計画区域の縮小、下水道に替わる汚水処理方法の検討

を行い、より効率的な事業展開を目指します。 

 

（６） 地方公営企業法の適用についての検討 

    下水道事業を計画的に推進し、持続可能なものにするためには、住民や議会等に

対し、事業の経営状況を分かり易く説明し、理解を一層深めてもらうことが不可欠

です。 

限られた収入の中で事業運営をしていくためには、費用を分析して経営管理を行

うことが基本です。その手段として、下水道事業に地方公営企業法を適用すること

により、会計処理の方式を損益の状況が把握しにくい現在の官庁会計（単式簿記）

から損益の状況がより明確に把握できる企業会計（複式簿記）へ変更することが考

えられます。 

これにより期待されることは、客観的に財政状況や経営成績が把握できるだけで

はなく、経営状況の明確化や費用負担に関する分かり易い説明が可能であるなど、

経営の透明性向上に役立つものであり、また、職員の経営改善意識の向上が図られ

ると考えます。 

法を適用するにあたっては、企業会計に対応できる職員の養成、財務会計システ

ム導入の財源確保、複雑になる会計事務への対応などの検討課題があるため、適否

の両面から地方公営企業法の適用についての検討を進めていきます。 

 

６ 取組による効果 

    各年度の金額は、各項目における取組を行うことにより見込まれる効果です。 

     
（単位：千円） 

項 目 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

収入 水洗化率の向上 2,900 1,300 2,600 2,900 

支出 工事コストの削減 2,100 10,250 10,650 13,500 
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７ 計画達成状況の公表 

（１） 公表の方法等 

    中間報告は平成２７年１０月頃に、最終報告は平成２９年１０月頃に、町ホーム

ページ等で公表します。 

 

（２） 公表の内容 

    中期経営計画に示した計画数値と実績値を比較した達成状況を報告します。 

 

 

 

 

用語解説 

用 語 解 説 

起債 町債を借り入れること 

人口普及率 
下水道事業の進捗を表す指標。 

下水道を利用できる区域内の人口÷行政人口 

水洗化率 
下水道を利用できる区域内の人口に対して、下水道に接続してい

る人口の割合を表す。 

経費回収率 
汚水処理にかかる施設の維持管理費や資本費が、どれだけ使用料

で賄われているかを表す。使用料単価÷汚水処理原価 

使用料単価 
１㎥の汚水に対し、いくら使用料を徴収しているかを表す。 

使用料収入÷年間有収水量 

汚水処理原価 
１㎥の汚水をいくらの経費で処理しているかを表す。 

汚水処理費÷年間有収水量 

有収水量 下水道使用料の対象となる水量 

資本費 下水道建設のために借り入れた町債の元利償還金 

包括的民間委託 

処理場の維持管理に関して、運転管理や清掃業務等を個別に民間

に対して委託発注するのではなく、処理場の維持管理そのものを

一括して発注する方法。あるいは下水道事業の管理運営そのもの

を一括して民間に発注する方法。 
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